
一般会計予算の性質別内訳（歳出）

（ 歳 出 ）

比    較 (C)/(B)

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 (A)-(B)=（C）  ×100

1 人 件 費 2,413,638 27.5 2,298,700 25.7 114,938 5.0

2 物 件 費 1,965,983 22.4 1,970,669 22.0 △ 4,686 △ 0.2

3 維 持 補 修 費 87,976 1.0 86,114 1.0 1,862 2.2

4 扶 助 費 1,164,799 13.3 1,198,958 13.4 △ 34,159 △ 2.8

5 補 助 費 等 1,111,476 12.6 1,175,122 13.1 △ 63,646 △ 5.4

6 公 債 費 818,352 9.3 851,531 9.5 △ 33,179 △ 3.9

7 積 立 金 35,402 0.4 36,301 0.4 △ 899 △ 2.5

8
投資及び出資金・
貸 付 金

12,500 0.1 12,500 0.1 0 0.0

9 繰 出 金 726,845 8.3 700,546 7.8 26,299 3.8

10 普 通 建 設 事 業 費 443,027 5.0 619,557 6.9 △ 176,530 △ 28.5

11 災 害 復 旧 事 業 費 2 0.0 2 0.0 0 0.0

12 予 備 費 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

8,790,000 100.0 8,960,000 100.0 △ 170,000 △ 1.9

平成25年度

（単位：千円，％）

（注）　人件費の主な増加要因は、制度改正に伴う非常勤特別職員への移行に伴う影響で95,066千
　　　円、参議院議員選挙などの選挙が予定されているため16,533千円となっています。

合　　　　計

区  　　　　 分
平成24年度

人件費は、制度改正に伴う非常勤特別職への移行や参議院議員選挙などが予定されていることか
ら５．０％の増加、繰出金は、高齢化の影響から介護保険特別会計や後期高齢者医療保険特別会計
への繰出金が増加したため３．８％増加しています。

普通建設事業費は、河川の護岸整備事業や通学路整備事業、多田銀銅山悠久広場整備事業、B&G
海洋センター改修事業などが完了したことから２８．５％の減少、補助費等は、下水道事業会計へ
の補助金の減少などの影響で５．４％の減少、また、扶助費は、児童手当支給額が減少したため
２．８％減少しています。
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一般会計（歳出）性質別比較グラフ
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